ＮＬＤ　～法律学研究会～

事例
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※平成13年の事件をベースとした事例です。
事例に関して
Ｑ１（１）　あなたがマサルの両親だったら、誰を訴えて何を求めますか？

（２）　それはなぜですか？（誰の何が悪いためですか）

（３）　その場合、どの条文を根拠に訴えますか？

Ｑ２　マサルやその両親に落ち度はなかったのでしょうか？
Ｑ３　あなたが両親なら、誰に対して、いくら請求しますか？

（ただし、この事件により発生した損害は4000万円とします）
民法による対処
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通常、損害を加えられた者は、709条に基づいてその損害額を請求することができる。


709条による損害賠償は、原状回復という不法行為法の理念に基づいて行われる。これにより、加害者は、被害者の状態を損害を受ける以前の状態に回復させなければならず、そのために必要な金銭等を損害賠償という形で全額支払うことになる。

今回の事例では、事故を起こしたタクシー運転手と医療ミスをした医者という二人の加害者がいるので、719条の適用も考えることができる。

≪典型例≫

たとえば、二人がかりで他人を殴って怪我を負わせた場合のように、複数の加害者が共謀して不法行為を行ったときは709条ではなく、719条の共同不法行為が成立する。

判例では、上記のように加害者間に共謀などの意思疎通がなくとも、719条を適用する事例もある。

719条により、複数人に賠償責任を負わせる場合、各人は「連帯債務」という
債務を負う。
債権者は連帯債務者の一人または数人あるいは全員に対して賠償額の全額を、同時または順次に請求することができる。
これにより、債権者は請求する相手を任意に選べるため、例え債務者の一人が無資力であったとしても、他の債務者に全額を請求することも可能である。つまり、賠償額を回収できる可能性が高まるため、連帯債務は債権者である被害者に有利な制度であるといえる。
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被害者側に過失があった場合
　被害者にも過失があり、損害が発生してしまった場合にも、原状回復の原則に基づいて加害者に全額負担を負わせてもいいのだろうか。
そこで、民法には、損害の公平な分担を実現するため、722条2項に過失相殺の規定がある。これにより、被害者の過失分について賠償額を減額することができる。

裁判所の判断


【東京高等裁判所　平成10年4月28日判決】
「…本件交通事故における過失行為と本件医療事故における医師の過失行為とを共同不法行為として…被害者は、全額の損害の賠償を請求することもできると解すべきである。しかし、個々の不法行為が当該事故の全体の一部を時間的前後関係において構成し、その行為類型が異なり、行為の本質や過失構造が異なり、かつ、共同不法行為を構成する一方又は双方の不法行為につき、被害者側に過失相殺すべき事由が存する場合には、各不法行為者は，各不法行為の損害発生に対する寄与度の分別を主張することができ、かつ、個別的に過失相殺の主張をすることができるものと解すべきである。」
　交通事故と医療過誤が競合した場合、719条に規定される共同不法行為の成立を認めつつ、寄与度に応じて各不法行為者が責任を負うべき損害賠償額を認定するとして、病院側に2015万4634円の支払いを命じた。
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分割債務とした原判決は、民法719条の解釈を誤って違法であるとして上告

【平成13年3月13日民集55巻2号328頁・判タ1059号59頁】
「本件交通事故における運転行為と本件医療事故における医療行為とは共同不法行為にあたり、各不法行為者は被害者の被った損害の全額につき連帯して責任を負うべきである。本件のように独立して成立する複数の不法行為が順次競合した共同不法行為においても、被害者との関係では、各行為者の結果発生に対する寄与の割合で被害者の被った損害の額を案分し、各不法行為者が負うべき損害額を限定することは許されない。」
交通事故と医療過誤が競合した場合、719条に規定される共同不法行為が成立し、各不法行為者は被害者の被った損害の全額につき連帯債務を負うものとして、病院側に1割の過失相殺をした3800万9268円の支払いを命じた。




検討


この問題に関しては、以下のような構成が考えられる。
A) 共同不法行為の成立を認めるが、寄与度に応じて減責を行う説。
この説によれば、各加害者の事件への寄与度を算定し、その範囲で賠償責任を負わせることになる。
B) 共同不法行為の成立を認めたうえで、加害者に全額の連帯債務を負わせる説。
この説は、719条の文言に反してまで連帯債務を免除して責任を分別する理由がないとし、本件において最高裁はこの立場をとる。

C) 共同不法行為の問題とは考えず、複数の不法行為が競合していると解し、709条によって解決を図る説。
この説によれば、各加害者の行為は別個独立の不法行為となるため、各人はその限りで賠償責任を負うことになる。
　
①A説（高裁）について
　　寄与度による分割をすることによって、各加害者が負うべき責任の限度を明らかにしており、他の加害者の責任についてまで負担する可能性がなくなる。
しかし、共同不法行為を成立させているのにも関わらず、責任の分割を行って連帯債務を認めないのは、共同不法行為という規定の意味がなくなり、被害者救済という719条の趣旨に反する。

②A説、B説ともに賠償責任を負わせる範囲に違いはあるが、共同不法行為の成立を認め、その上での解決を図っているが、共同不法行為が成立するとしている点に問題があると考えられる。

交通事故と医療過誤との間では、意思疎通がなく・時間的差があり・行為類型が全く異なっているから、社会的に一体と評価することができない。そのため、この2つの行為を「共同の不法行為」とは言えない。
ＮＬＤ私見

A説、B説については、いずれも719条による解決を図ってはいるが、前述のような問題点があり、採用できない。我々NLDはC説の立場をとり、以下でその利点を主張する。

1. 加害者が負う責任の公平性
例えば、判決③の事例は、医療過誤が医師の重過失によるものであるが、このとき、医療過誤による損害部分についても事故加害者に責任を負わせるのは酷ではないかと考えられる。実際に裁判所が、電鉄会社に被害者の死亡についての賠償責任を認めなかったのも妥当であろう。
各加害者が負うべき責任（賠償額）を709条によって個別に算定することになるため、共同不法行為のように、全損害に対して連帯して責任を負わなくてもよい。つまり、各加害者が負う賠償責任は、損害に対する各々の責任の範囲内であり、他人の責任まで負う必要がなくなる。
2. 被害者の保護について
　加害者に連帯債務を負わせないため、被害者の保護という点では水準が下がるように思える。しかし、共通の損害については加害者全員に請求できるため、その部分については連帯債務と同様の効果が得られるといえる。
　全員に請求できる額については709条の場合より少なくなるが、前述の通り、719条によると、加害者に自己の責任ある範囲以上の賠償責任を負わせることになり、不当である。つまり、この説は、加害者が負う責任の公平性と被害者保護の必要性とのバランス調整を行う説なのである。
　個別の損害額を算定するとしても、各加害者の行為により、共通に発生する損害がある場合はその部分について、加害者の全員が賠償責任を負うことになる。このままでは、この「共通の損害」に対する賠償額は、加害者全員に対して請求できることになり、結果的に被害者は「共通の損害」部分については、二重に賠償額を得ることができるように思える。


加害運転者・医師それぞれの行為の関係を複数の不法行為が競合していると解するとき、各行為者の責任割合は具体的にどのようになるのか。
交通事故による損害をD1、医療過誤による拡大損害部分をD2とする。運転手はD1だけではなく、D2についても責任を負う。運転手の行為は、D2を発生させた原因の一つであるからである。
医師側はD2のみについて責任を負えばよく、両者の責任はD2部分についてのみ考えていけばよい。
D2について…
医師は，被害者の傷害という事態をまえに、傷害をもたらした事情に関わらず、患者を適切に治療する義務を負っているので、医師側の責任は原則全部責任に固定すべきである。加害運転者側については、医師の過失の程度に応じた減責を行う。
つまり、医師の過失が軽微である場合には、加害運転者側もD2全体の責任を負うべきであるが、医師の過失の程度が高まり、D2 が交通事故による危険の実現とは考えにくくなるにつれて、D2についての帰責の強度が弱まるに応じた減責の恩恵を受けることになる。
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＊実線の範囲で責任を負う。点線部分が減責される。
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たとえば、B・C・DがAに600万円の連帯債務を負うとき、AがBに600万円全額請求しても良いし、B・C・Dにそれぞれ200万円ずつ請求しても良い。





600万











ある日、マサル（6歳）は自転車で公道を走行していた。しかし、マサルが信号機のない交差点に進入した際、一時停止をせずに走行し続けたため、タクシーと軽く接触した。頭部にかすり傷を負ったマサルは救急車で搬送された。


搬送された添田病院でマサルはレントゲンを撮り、左頭部打撲挫傷、顔面打撲と診断された。マサルとその母は、円山医師から「学校へ行ってもいいが体育は止めるように」や「何か変わったことがあれば来るように」等の一般的な注意指導を受け、帰宅した。


マサルは帰宅直後に嘔吐し眠気を訴えたが、両親は疲労のためと思い寝かせておいた。しかし夜中には高熱を発しけいれんを示したため、両親は慌てて救急車を呼んだが、搬送先の病院で死亡が確認された。


解剖の結果、死因は事故で発生した頭蓋外面線状骨折による硬膜動脈損傷を原因とする硬膜外血腫であった。つまり、もしも添田病院で円山医師が骨折に気づき適切な治療をしていれば死には至らなかった可能性が高い。


マサルの死を知った、タクシーの運転手である丘田運転手とタクシー会社である伊東タクシーは、マサルの両親に慰謝料や葬儀費用としてお金を包んだ。








最高裁判決





＜民法722条2項＞


　被害者に過失があったときは、裁判所は、これを考慮して、損害賠償の額を定めることができる。








＜民法709条＞


故意又は過失によって他人の権利又は法律上保護される利益を侵害した者は、これによって生じた損害を賠償する責任を負う。








＜民法719条＞


数人が共同の不法行為によって他人に損害を加えたときは、各自が連帯してその損害を賠償する責任を負う。共同行為者のうちいずれの者がその損害を加えたかを知ることができないときも、同様とする。





行為者を教唆した者及び幇助した者は、共同行為者とみなして、前項の規定を適用する。








連帯債務のイメージ図








高裁判決
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具体的な責任について
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交通安全を心がけてね！
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